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は じ め に 

 

 

 本市では、平成３１年４月１日に議員提案による「北九州市子どもを

虐待から守る条例」が施行されました。 

 

 この条例は、子どもを虐待から守るための基本理念を定め、市、市民、

保護者、関係機関等及び事業者の責務を明らかにするとともに、子ども

を虐待から守るための施策を総合的に推進することにより、子どもの心

身の健やかな成長に寄与することを目的としています。 

 

本報告書は、条例第２０条に基づき、虐待の発生状況、通告の状況、虐

待に係る市の施策の実施状況その他の市内における虐待に係る状況につ

いて年次報告としてとりまとめ、議会に報告し、市民に公表するもので

す。 

 

今後とも本市の全ての子どもが虐待から守られ、愛される幸せを実感

して生きていくことができるよう、市民、関係機関、事業者への条例の

周知・啓発に努めるとともに、子どもを虐待から守るための施策を着実

に推進してまいります。 
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１ 児童虐待相談・通告等の状況（第４条～第８条、第１６条関係）  

（１）子ども総合センターの児童虐待相談・通告等 

  ア 児童虐待相談対応件数と通告件数の推移 

    令和元年度の児童虐待相談対応件数は、２，１１０件で、前年度の１．４倍となっていま

す。 

 

区分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

児童虐待相談対応件数 1,139 1,487 2,110 

児童虐待通告件数 1,337 1,771 2,305 

※児童虐待相談対応件数：児童虐待の疑いがある通告・相談に対し、調査等の結果、児童虐待相談として計上した件数 

 

  イ 相談種別対応件数 

    心理的虐待件数の増加が著しく、前年度の１．６倍、全体の５６％を占めています。 

 
虐待種別 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

身体的虐待 356 407 486 

性的虐待 11 12 17 

心理的虐待 558 760 1,183 

ネグレクト 214 308 424 

合計 1,139 1,487 2,110 

 

1,139 

1,487 

2,110 

1,377 

1,771 

2,305 

0

500

1000

1500

2000

2500

H29 H30 R元

児童虐待相談対応件数

児童虐待通告件数

31% 27% 23%

49%
51%

56%19%

21%

20%

0

500

1000

1500

2000

2500

Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31

ネグレクト

心理的虐待

性的虐待

身体的虐待

R元H29 H30

1% 
1% 1% 



3 

 

ウ 年齢別対応件数 

    就学前の児童に関する対応が、４７％、小学生も合わせると８２％を占めています。 

                            （元年度） 

                              

エ 主な虐待者別対応件数 

    実母からの虐待が９８５件で最も多く、４７％を占めています。次いで実父９０２件、実

父以外の父１３３件と続いています。 

                            （元年度） 

         

 

オ 経路別相談対応件数の推移 

     警察からの相談が１，０７６件で最も多く、５１％を占めています。次いで学校等３１４

件、近隣・知人２９８件と続いています。 

 

年度 

福祉

事務

所等 

児童

委員 

児童福

祉施設

等 

警察等 
保健

所 

医療

機関 
学校等 家族 親戚 

近隣・

知人 

児童

本人 

その

他 
合計 

平成29年度 19 1 63 567 0 46 173 64 12 163 13 18 1,139 

平成30年度 64 5 102 691 0 47 234 79 39 178 20 28 1,487 

令和元年度 69 0 91 1,076 0 54 314 101 59 298 23 25 2,110 

％ 3.3% 0.0% 4.3% 51.0% 0.0% 2.6% 14.9% 4.8% 2.8% 14.1% 1.1% 1.2% 100% 

 

実父, 
43%

実父以
外の父, 

6%

実⺟, 
47%

実⺟以
外の
⺟, 1%

その他, 
3%

年齢区分 
平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

０～就学前  529 697 991 

小学生  407 522 735 

中学生  140 182 273 

高校生など  43 82 111 

計 1,119 1,483 2,110 

区分  
平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

実父 472 629 902 

実父以外

の父 
74 113 133 

実母 511 690 985 

実母以外

の母 
11 3 17 

その他 71 52 73 

合計 1,139 1,487 2,110 

０〜就
学前, 
47%小学生, 

35%

中学生, 
13%

高校生
など, 5%
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カ 虐待相談への対応状況 

      児童福祉施設入所が３８件、里親委託が１１件等となっています。 

 区分 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

児童福祉施設入所 23 29 38 

里親委託 0 5 11 

面接等 1,079 1,432 1,921 

その他 37 21 140 

合計 1,139 1,487 2,110 

 

キ 立入検査、警察の同行等の状況 

      子どもの安全確認等の際に、警察官の同行を６件要請しました。 

区分  平成29年度 平成30年度 令和元年度 

立 入 調 査 0 0 0 

警察官の同行 1 13 6 

臨検・捜索 0 0 0 

【参考】立入調査  ：通常の家庭訪問で子どもの安全確認ができない場合実施する。 

(児童虐待の防止等に関する法律第９条) 

警察官の同行： 子どもの安全確認や一時保護を行う際に、警察署に警察官の同行を要請できる。 

(児童虐待の防止等に関する法律第１０条) 

臨検・捜索 ： 立入調査が拒否された場合に、裁判官が発する許可状により子どもの住所若しくは居所を臨検 

・捜索する。(児童虐待の防止等に関する法律第９条の３) 

 

ク 一時保護の実施状況（一時保護所） 

     虐待による一時保護は、１８７件です。 

                          （元年度） 

   

 

（２）区役所子ども・家庭相談コーナーの児童虐待相談対応件数 

   平成29年度 平成30年度 令和元年度 

児童虐待相談対応件数 226件 311件 537件 

 

虐 待, 
43%

その他
養護, 
40%

障 害, 
1%

非 行, 
3%

育 成, 
11%

保健・
その他, 

2%

区分 
平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

虐 待 96 154 187 

その他養護 166 164 175 

障 害 4 2 1 

非 行 9 7 14 

育 成 61 43 51 

保健・その他 8 7 9 

合 計 344 377 437 
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２ 北九州市の体制（第４条・第１０条・第１１条関係）  

（１）人材の確保及び拡充（第４条第３項、第１０条、第１１条） 

ア 子ども総合センター（児童相談所）の組織、構成 

 

総数 １５９名 〔うち正規職員７７名（含兼務１５名）、嘱託職員７９名、嘱託医２名、嘱託弁護士１名〕 

                             （平成３１年４月２５日現在） 

 

   ・児童福祉司の体制強化（過去３年分）の状況 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

児童福祉司配置人数 ２５人 ２５人 ３０人 

                            ※ 令和元年１１月以降３２人 

 

　児童心理司 　８名（育休中１名含む）

　児童相談員 　３名（嘱託）

　医　　師 　１名（嘱託）

　里親委託等推進員 　２名（嘱託）

　児童福祉司 　５名

　児童虐待対応協力員 　２名（嘱託）

　児童福祉司等サポート職員 　１名（嘱託）

　児童虐待防止担当官 　１名（嘱託）

　弁護士 　１名（嘱託）

相談第
二係長

　児童福祉司 　５名

相談第
三係長

　児童福祉司 　５名（育休中１名含む）

相談第
四係長

　児童福祉司 　４名

　非行相談担当官 　２名（嘱託）

　児童相談員 　１名（嘱託）

　少年補導指導員 　２名（嘱託）

　かなだ少年支援室 　９名（嘱託）

　（室長１・少年相談員８）

　わかぞの少年支援室 　９名（嘱託）

　（室長１・少年相談員８）

　くろさき少年支援室 　８名（嘱託）

　（室長１・少年相談員７）

　あいおい少年支援室 　７名（嘱託）

　（室長１・専門指導員６）

　あだち少年支援室 　７名（嘱託）

　（室長１・専門指導員６）

　２４時間子ども相談・虐待対応 １０名（嘱託）

　児童指導員 １１名（うち職員６・嘱託５）

　保育士 １０名（うち職員４・嘱託６）

　心理士 　１名（嘱託）

　看護師 　２名（うち職員１・嘱託１）

　学習指導員 　２名（嘱託）

　医師 　１名（嘱託）

※相談第一・二・三・四係長、児童虐待対策担当係長は、児童福祉司スーパーバイザー

※判定係長は、児童心理司スーパーバイザー

庶務
係長

　一般事務員 　３名

判定
係長

所長 次長

相談第
一係長

　児童福祉司 　５名

参事

教育・
非行

相談担
当課長

教育相
談担当
係長

保護
係長

里親支
援担当
係長

児童虐
待対策
担当課

長

児童虐
待対策
担当係
長２名

子ども・
家庭相
談コー
ナー担
当課長

子ども・家庭相談
コーナー担当係長

青少年
非行対
策担当
課長

（児童虐待対策担
当課長兼務１名）

　（児童虐待対策担当係長兼務　７名）

（児童虐待対策担
当課長兼務７名）
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イ 区役所子ども・家庭相談コーナーの組織・構成 

  比較的軽度な児童虐待通告に対応するとともに、子どもと家庭に関するあらゆる相談を受

け、ひとり親家庭の自立支援、ＤＶ被害者対応、児童虐待等それぞれの相談に応じた支援・

対応を行いました。 

    令和元年度、面前ＤＶなどの児童虐待通告への対応を強化するため、大規模区（小倉南区 

及び八幡西区）に非常勤職員を１名ずつ配置しました。 

 

                               （平成３１年４月２５日現在） 

※子ども・家庭相談コーナーは令和元年１０月時点 

 
 

  ウ 子ども家庭局子育て支援課の組織 

    平成３１年４月、「北九州市子どもを虐待から守る条例」を周知し、児童虐待防止につい 

て広報、啓発するため、子育て支援課に、児童虐待防止担当ラインを設置しました。 

 

 

 

●正規職員（９名、※保育士[５]、一般事務[４]）

●相談員（３８名、※嘱託職員）

　・子ども家庭相談員(３１名) ・教育相談員(７名)

　　　門司・・・３名 　　　門司・・・ １名

　　　小北・・・６名 　　　小北・・・ １名

　　　小南・・・６名（Ｒ元年9月より1名増） 　　　小南・・・ １名

　　　戸畑・・・３名 　　　戸畑・・・ １名

　　　八東・・・３名 　　　八東・・・ １名

　　　八西・・ ７名（Ｒ元年10月より1名増） 　　　八西・・ １名

　　　若松・・・３名 　　　若松・・・ １名

　　　　　　(小北・小南・八西)

区 長 区 次 長

保健福祉担当部長

保健福祉課長

地域保健係

主 幹

子ども・家庭相談コーナー

健康相談コーナー

子育て世代包括支援センター

子ども・家庭
相談係

子ども・家庭相談担当係長（７名）
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（２）専門的な職員の育成（第４条第３項、第１０条、第１１条） 

  ア 職員研修 

    児童虐待対応に携わる専門職員を育成するため、職員研修を実施しました。 

区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

実施回数 実施回数 実施回数 

子ども総合センター職員研修 １４回 １４回 １４回 

区職員研修（子ども総合センター主催） １２回 １２回 １２回 

区職員研修（子育て支援課主催） １回 １回 １回 

 

  イ 法定研修 

    平成２８年児童福祉法改正により受講が義務付けられた、児童福祉司、児童福祉司スーパ 

ーバイザー及び要保護児童対策調整機関の調整担当者研修を実施しました。 

区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

児童福祉司任用後研修修了人数 ７人 ７人 １３人 

児童福祉司スーパーバイザー研修修了人数 ２人 １人 ０人 

調整担当者研修修了人数 ５人 １人 ８人 

 

 

３ 市の責務（第４条関係）  

（１）子ども及び保護者が孤立することのない地域社会の形成に向けた活動支援 

（第４条第１項） 

ア 地域でつくる子育て応援事業 

    区の保健・医療・福祉・地域連携推進協議会やまちづくり協議会等と連携し、子育てに関 

するボランティア活動や地域特性を生かした子育て支援活動等を支援しました。 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

支援回数 １６７回 １７０回 １４３回 

 

イ 親子ふれあいルームの充実 

子育て中の親と子が気軽に集い、相互に交流を図る場である親子ふれあいルームを運営 

し、施設の充実及び子育て相談、子育て関連情報の提供などの機能の充実を図りました。 

また、市民センターをはじめ、子育て支援団体、育児サークル等と連携し、ネットワーク

化を図るなど、地域における子育て支援に取り組みました。 

区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

開設数 １６か所 １６か所 １６か所 

利用者数 ※乳幼児数 ４０，５９３人 ３７，３６９人 ３１，８８９人 

 

ウ 赤ちゃんの駅登録事業 

官民が協力して、乳幼児を持つ保護者が外出した際、授乳やおむつ替えができる施設を、 

「赤ちゃんの駅」として登録し、子育て家庭が安心して外出できる環境づくりを行いました。 
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     平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

登録施設数（各年度末） ４２４施設 ４４７施設 ４５９施設 

 

エ 育児サークル・フリースペース活動への支援 

乳幼児の親同士が交流を通じて、自主的な活動を行えるよう育児サークルを支援しまし 

た。また、自由に参加・利用できるフリースペースの活動を支援するとともに、地域で子育

てをしやすいシステムづくり、仲間づくりを支援しました。 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

補助団体数 １２１団体 １２３団体 １１９団体 

 

オ 一時保育事業 

保護者のパート就労や冠婚葬祭、育児リフレッシュ等の理由により、一時的に家庭での保 

育が困難となる児童を保育所において保育しました。 

区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

実施か所数 ７８か所 ８３か所 ８２か所 

延利用人数 ２２，１４１人 １９，８６４人 １５，６３３人 

 

カ 子育てサポーターの育成 

子育てサポーター養成講座を実施し、市民センターを拠点として活動する「子育てサポー 

ター」を養成しました。 

子育てサポーターは、子育てに関する保護者の悩みや不安の軽減を図るため、市民センタ 

ーにおける「育児サークル」や「フリースペース」等での活動を支援しました。 

また、子育てサポーターリーダー養成研修を行いました。 

さらに、サポーター間の交流を深め、意見交換や情報交換を通して相互の連携・協力を図 

るため、交流会を実施しました。 

      平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

子育てサポーター登録者数 １，４５３人 １，５５１人 １，５６１人 

 

キ 主任児童委員による子育て支援 

住民の立場に立って相談に応じ、必要な援助を行う民生委員・児童委員の中から選任され 

た、児童福祉に関する事項を専門的に担当する「主任児童委員」が、区役所や子ども総合セ

ンター、学校、教育委員会等の関係機関、区域を担当する民生委員・児童委員等と連携し、

子育て支援に関する様々な活動を行いました。 

〇学校や民生委員・児童委員と連携し、見守りが必要な家庭への訪問 

〇支援が必要な子どもや家庭と関係機関との橋渡し 

〇生後４か月までの乳児家庭全戸訪問の協力 など 

 

ク ほっと子育てふれあい事業 

ほっと子育てふれあいセンターにおいて、地域で子育ての援助を行いたい人と子育ての 

援助を受けたい人とで、ボランティア組織をつくり、会員同士で子どもの預かりや送迎など

子育てサービスを行いました。 
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区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

提供会員 ５７３人 ５５８人 ６３９人 

依頼会員 ２，２０５人 ２，３９０人 ２，５０６人 

両方会員 ２４０人 ２５２人 １８４人 

 

ケ シルバー人材センターによる高齢者活用子育て支援事業 

子育て経験の豊富なシルバー人材センターの会員が、子育て家庭を支援するため、シルバ 

ー人材センターの業務の一つとして、子守、保育所の送迎、保育補助、産前産後の手伝い等

を実施しました。 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

就業延人日 ５，０６１人日 ４，５４０人日 ５，８２９人日 

 

コ 経済界との連携による学校支援事業 

経済界との連携により、企業がもつ人材や経営のノウハウなどを生かし、出前授業や体験 

活動などに取り組みました。 

○ＰＴＡ活動活性化の支援 

○企業従業員の親学支援   

     平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

支援対象校数 １３２校 １３２校 １２９校 

                            ※全小学校対象 

サ 子育て支援員の養成・配置 

北九州市社会福祉研修所で「子育て支援員養成研修」(年6回)を実施しました。専門性を 

活かし、きめ細かな子育て相談等に対応できるよう、保育士を「子育て支援員」として養成

し、子育て相談や育児サークルの支援等、地域に根ざす保育所として、子育て家庭支援の中

心的役割を担いました。 

      平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

受講人数 ４２人 ４２人 ３６人 

                    

 

（２）虐待の未然防止、早期発見に向けた関係機関等の人材育成支援（第４条第４項） 

ア 児童虐待防止医療ネットワーク事業 

児童虐待の早期発見、早期対応につながる適切な対応ができるよう、本事業の拠点病院に、 

児童虐待専門コーディネーターを配置し、地域の医療機関からの虐待対応に関する相談へ

の助言等を行いました。 

また、児童虐待が疑われる症例について、医師・看護師、警察、検察、児童相談所等が参 

加する事例検討会を毎月開催するとともに、児童虐待の対応能力向上のための研修を実施

しました。 

さらに、拠点病院監修のもとで、医学的見地からの児童虐待早期発見のポイントや、虐待 

が疑われる場合の対応についてまとめた医療機関向けのリーフレットを作成しました。 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

児童虐待専門コーディネーターの相談対応件数 １５１件 ３６５件 ５３４件 
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  イ 保育カウンセラー事業 

児童虐待の早期対応・防止や発達の気になる子どもへの対応のため、保育カウンセラーと 

保育アドバイザーが保育所等を訪問し、児童処遇に関する相談、児童のケアや保護者対応を

指導助言し、保育所を支援しました。また、保育士等を対象に虐待対応に関する研修を行い、

条例パンフレットを配布するなど啓発に努めました。 

     平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

対応回数 １９７回 １８９回 ２３２回 

 

ウ 児童虐待対応リーダー養成研修会 

  児童虐待への適切な早期対応を行うため、保育所、学校等の職員を対象に「児童虐待対応リ 

ーダー」を養成するための研修を実施しました。 

     平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

参加人数 ２２４人 ２２８人 １６５人 

  

  エ 教職員の虐待対応担当者研修（令和元年度開始） 

令和元年度から、各学校の校務分掌に「虐待対応」を位置付けるとともに、虐待の早期発 

見、早期対応や、関係機関との速やかな連携、通告元の情報不開示など、学校や教職員に求

められる具体的な役割等の認識を深める虐待対応担当者研修を実施しました。 

     令和元年度 

参加人数  ２０７人 

 

（３）要保護児童対策地域協議会の円滑な運営（第４条第５項） 

  ア 要保護児童対策地域協議会の概要 

    本市では、平成８年度に児童虐待防止事業の推進と機関相互の情報交換を目的として「北

九州市児童虐待防止連絡会議」を設置し、年に２～３回代表者会議を開催してきました。こ

の「北九州市児童虐待防止連絡会議」を前身として、平成１７年度に児童福祉法が改正され

たのを機に、「北九州市要保護児童対策地域協議会」を設置しました。 

    この協議会は、児童虐待の予防、早期発見、迅速な対応及び児童の自立、家族の支援を図

るための関係機関のネットワークを作り、協力体制の整備にあたることを目的としています。 

 

 イ 市レベルの代表者会議 

年２回開催し、児童虐待防止事業の推進に係る協議、各区要保護児童対策実務者会議の報

告、各機関の取組の報告や情報交換等を行っています。 

警察、医療機関、保育所、幼稚園、民生委員・児童委員、児童福祉施設、教育委員会、子

ども総合センター、配偶者暴力相談支援センター等の関係機関で構成されています。 

第１回  令和元年７月３０日開催 

第２回  令和２年２月４日開催 

 

 ウ 区レベルの要保護児童対策実務者会議 

実際に活動する実務者で構成される会議で、各区ごとに年数回開催しています。関係機関

が集まり、援助ケースを総合的に把握するとともに、個別の援助内容等について協議してい

ます。 

令和元年度  ２１回開催 
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  エ 事例ごとの個別ケース検討会議 

調整機関が中心となって随時開催します。ケース状況、問題点を共有し、適切な援助へ向 

けての役割分担等を行うとともに、援助内容の検討と確認を行います。 

令和元年度事例検討数   ５３２件 

 

オ 北九州市要保護児童対策地域協議会のイメージ 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北九州市要保護児童対策地域協議会（三層構造） 

【代表者会議】 

 

＜構成委員＞ 

市の関係機関代表者 

 

＜開催回数＞ 

年２回開催 

 

＜協議内容＞ 

・児童虐待防止事業の推

進 

・各機関における取組の

報告や情報交換 

・各区実務者会議の報告 

・関係機関連携等問題点

の解決案の検討 

        等 

 

 

と 

調整機関 

子ども家庭局子育て支援課 

【要保護児童対策 

実務者会議】 

 

＜構成委員＞ 

区の関係機関実務者 

 

＜開催回数＞ 

年数回開催 

 

＜協議内容＞ 

・援助ケースの総合的な

把握と援助内容の見直

し 

・情報交換・情報提供 

・要保護児童等の実態把

握と対策 

・啓発 

         等 

【個別ケース 

検討会議】 

 

＜参加者＞ 

当該ケース関係機関 

 

＜開催回数＞ 

適宜開催 

 

＜協議内容＞ 

・個別ケースに関する

状況把握や問題点の

共有 

・適切な援助に向けて

の役割決定 

・介入方法、実際の援

助の方法 

・養育支援訪問事業等

利用の検討 

・ケースの進行管理確

認 

       等 

調整機関 

区役所保健福祉課 

子

ど

も

・

家

庭

相

談

コ

ｌ 

ナ

ｌ 

 

子

ど

も

総

合

セ

ン

タ 

ｌ 

通

告 

相

談 

通

告 

相

談 

 
 
 
 
 
 
 
市

民

・

関

係

機

関

等 

緊

急

ケ

ｌ 

ス 

・

対

応

困

難

ケ

ｌ 

ス 

助

言

・ 

支

援

援

助 
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（４）児童虐待防止等のための事例の分析、調査研究、検証の実施（第４条第６項） 

 ア 虐待を受けた子どもがその心身に著しく重大な被害を受けた事例の分析  

    平成２４年３月及び平成３０年５月に発生した児童虐待による死亡事例２例について、北 

九州市児童虐待事例等検証委員会を平成３０年８月から５回開催して検証を行い、令和元年

４月に報告書が提出されました。 

    令和元年度、関係部局が連携・協力し、この報告書に示された再発防止策に取り組みまし 

た。 

      

イ 虐待の未然防止及び早期発見のための事例研究 

    児童虐待の早期発見、早期対応につながる適切な対応ができるよう、地域の医療機関が中 

心となり児童虐待対応のネットワークづくりを行う児童虐待防止医療ネットワーク事業に

おいて、医師、看護師、警察、検察、子ども総合センター等が参加し、児童虐待が疑われる

症例について、事例検討会を毎月開催しました。（令和元年度 １２回開催） 

 

（５）精神保健に関する相談や診療を受けやすい環境の整備（第４条第７項） 

ア 産後うつ対策＜のびのび赤ちゃん訪問事業＞ 

産後のうつ状態等を早期に把握し、きめ細かに支援するため、産後４か月までの家庭訪問

時において、すべての産婦に産後うつなどを発見するための質問票を用いるとともに、医療

機関と行政が連携し、産後うつに対して早期に対応しました。 

区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

実施件数 ６，００２件 ６，０７２件 ５，７９６件 

継続支援件数 ６４６件 ６００件 ８９７件 

 

イ 妊産婦・乳幼児なんでも相談＜すくすく子育て支援事業＞ 

    育児不安の軽減を図るため、市民センター等地域の身近な場所で、保健師による相談を定

期的に実施し、出産や育児、子どもの成長発達についての個別相談や保健指導を行いました。   

また、講話などにより子育てに関する情報提供を行いました。 

区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

開催回数 １３３か所 １３２か所 １３４か所 

参加人数 ３１，０９９人 ３１，４９５人 ２６，６４６人 

 

ウ 妊娠・出産等に関する相談支援事業＜妊娠・出産・養育にかかる相談・支援事業＞ 

妊娠や出産に関する相談体制を充実するため、不妊や不育症、思いがけない妊娠などの

悩みを抱える者に、専門職が適切な情報提供をするなど、必要な支援につなぐ電話相談事

業を実施しました。 

      平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

妊娠相談ほっとナビ相談件数 １６４件 １９０件 １３４件 
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（６）学校における組織的対応が可能となる体制の整備（第４条第８項） 

ア スクールカウンセラーの配置 

教育相談に関する高度で専門的な知識・経験を有する臨床心理士等の「心の専門家」をス 

クールカウンセラーとして全ての中学校区及び特別支援学校に配置し、小学校に派遣する

などして、生徒指導上の諸問題の解決を図りました。 

    平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

相談件数 ２８，９５８件 ４１，３８５件 ４３，２８５件 

 

イ スクールソーシャルワーカー活用事業 

長期欠席（不登校）やいじめ等の児童生徒に係る問題行動解消や児童虐待の対応のため、

社会福祉士や精神保健福祉士の資格を有し、専門的な知識を有するスクールソーシャルワ

ーカーを配置して、児童生徒への直接的な働きかけとともに家庭環境への働きかけなど、福

祉的視点から支援活動を行いました。 

     平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

支援対象児童生徒数 ５６８人 ５８９人 ６８９人 

 

（７）相談窓口の充実（第４条第９項） 

ア 子ども・家庭相談コーナー 

区役所の子ども・家庭相談コーナーにおいて、子どもと家庭に関するあらゆる相談にワン

ストップで応じ、各種支援制度を適用したり、関係機関等へつなぐ等それぞれの相談内容に

応じた支援を行いました。支援にあたっては、関係機関等から情報を収集するとともに緊密

に連携し、包括的・継続的な支援を調整、実施しました。 

     平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

相談件数（全区延件数） ７８，８３８件 ７４，３８５件 ８１，６８１件 

 

イ 子ども総合センター 

児童福祉法に基づく児童福祉の専門的行政機関として、子どもに関する相談の受付、助言

や指導、心理判定、障害の判定、一時保護など児童相談所業務を行いました。また、児童虐

待、非行、不登校などのさまざまな課題、悩みを抱える子どもや保護者を支援するため、カ

ウンセリングやケースワーク、関係機関との調整・連携等に取り組みました。 

     平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

相談受付件数 ６，５６９件 ７，１２１件 ７，４５０ 件 

 

ウ ２４時間子ども相談ホットライン 

いじめ、不登校等子どもの不安や悩み、保護者の子育てに関する悩みへの対応や、児童虐

待の緊急対応などを行うため、24時間体制で電話相談を受け付けました。 

相談につなぐ取組を強化するため、令和元年度新たに「２４時間子ども相談ホットライン」

のＰＲ用カードを、保護者向けと子ども向けに分けて作成し、市内小中学校等に配付しまし

た。 

     平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

相談件数 ３，９４４件 ５，０９０件 ５，４０９件 
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エ 子育て支援総合コーディネーター 

「子育て支援サロン“ぴあちぇ－れ”」に子育て支援総合コーディネーターを配置し、面接、

電話やメールによる子育てに関する相談の対応を行い、必要な関係機関との連携、調整等の

支援を行いました。また、育児講座を開催するなど、子育て支援の充実を図りました 。 

区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

電話相談件数 １，０８６件 ９４１件 ６６１件 

面接件数 ５０８件 ４１８件 ２９８件 

メール件数 ９７件 ５５件 ７５件 

 

（８）広報及び啓発活動の実施（第４条第９項） 

ア「北九州市子どもを虐待から守る条例」の市民への周知 

・市政だより９月１５日号に併せて条例パンフレットの全戸配布を実施しました。 

   ・「北九州市子どもを虐待から守る条例」及び児童虐待等についてわかりやすく紹介した 

ＰＲ動画を作成し、出前講演等で活用しました。 

・条例やしつけと体罰の違い等について、イラストを用いて解説したハンドブックを作成 

しました。 

 ・その他 別表 の啓発活動に取り組みました。 

 

イ 子育てに関する情報発信の充実・強化 

  子育て中の人が、子どもの成長に応じた情報をタイムリーに、かつ手軽に入手できるよう、 

①情報誌「こそだて情報」の発行 

②ホームページ「子育てマップ北九州」のリニューアル 

を行いました。 

   

ウ 市政だより、市政テレビ、ホームページ、ＳＮＳ等による子育てに関する情報提供 

市政だより、市政テレビ、ホームページ、ＳＮＳ等を活用し 、より多くの市民に効果的に

子育てに関する情報を提供しました。 

・市政だよりに「北九州市子どもを虐待から守る条例」の施行について掲載（４月１日号） 

 ・市政だよりに児童虐待に関する特集記事を掲載（１１月１日号） 
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別表（主な啓発活動） 

 実施時期 啓  発  内  容 

１ ４月 区役所、本庁舎１階ロビー、子ども総合センター、市民センター、モノレー

ル各駅、小児科を標榜する医療機関等にポスターを掲示及び条例パンフレ

ットを設置 

２ ４月１７日 小倉駅構内にて街頭啓発活動を実施 

条例パンフレット及びポケットティッシュを配付（１，５００部） 

マルチビジョンにてＰＲ動画を放映 

３ ４月 モノレール各駅にポスターを掲示 条例パンフレットを設置 

４ ７月９日 ムーブフェスタ市民企画事業「北九州市子どもを虐待から守る条例」を知

ろう（ＤＶ被害者支援北九州シェルター主催）への協力 

５ ７月２５日 児童虐待対応リーダー養成研修にて、条例パンフレットを配布 

６ ８月５日 「いのちをつなぐネットワーク推進会議」において、協力企業・団体に条例

パンフレットを配布し、虐待の兆候や通告義務等について説明 

７ ９月８日 黒崎ひびしんホールにて「市民講座・地域で取り組もう！子ども虐待予防」

を医師会と共催し、条例についてＰＲ 

８ １０月１日 北九州市立男女共同参画センタームーブが発行するムービング８９号に啓

発記事を掲載 

９ １０月１９日 門司港駅前広場にて門司区青少年健全育成キャンペーンに併せて街頭啓発

活動を実施 

条例パンフレット及び啓発ボールペンを配付 

10 １１月 モノレール各駅にポスターを掲示 条例パンフレットを設置 

11 １１月 市役所ロビー、市政テレビで啓発動画を放映 

12 

 

１１月 公営競技局と連携し、 

ボートレース若松でのポスター掲示、条例パンフレット設置、 

ビジョンでの啓発動画放映 出走表へのオレンジリボンマーク及び児童相

談所全国共通ダイヤル１８９掲載 

子ども食堂のイベントで啓発活動を実施（１日及び２８日） 

13 １１月 保育所、幼稚園、小児科等で配付されるタウン誌への啓発広告掲載 

14 １１月 公用車約１，０００台、市内タクシー約３，０００台に啓発ステッカーを貼

付 

15 １１月２４日 ギラヴァンツ北九州ホームゲームで啓発活動を実施 

16 １１月２７日 児童虐待問題連続講座を開催 啓発用マスク、条例パンフレット等を配付 

17 通年 出前講演実施（１７４回） 

18 通年 区役所、子ども総合センターにポスターを掲示、条例パンフレットを設置 
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４ 市民・保護者・関係機関等・事業者の責務（第５条～第８条関係）   

 

（１）虐待を受けたと思われる子どもを発見した場合の通告・安全の確認等の協力 

（第５条第２項 第３項 第６条第２項 第７条第２項 第８条） 

   子ども総合センターの児童虐待通告件数は、元年度は２，３０５件で、前年度の１．３倍、

前々年度の１．７倍となっています。 

 

（２）保護者の子どもの養育に際しての人権の尊重、子どもの心身の成長及び発達の促進 

（第６条第１項） 

ア 子どもの権利の周知・啓発 

令和元年１１月策定の「元気発進！子どもプラン（第３次計画）」に、「児童の権利に関す

る条約（子どもの権利条約）」にうたわれた子どもの権利等を擁護し、子どもの利益を最大限

に尊重していくことを明記したうえで、子ども本人や保護者、子どもに関わる人たちなどに

対し、下記のとおり周知・啓発を実施しました。 

①市ホームページに、子どもの権利条約に関するページを作成。 

②子ども本人や保護者などに対し、「子どもの権利」シールを作成・配付。 

（ていたんが「子どもの権利」を教えてくれる内容） 

③母子健康手帳（別冊の情報提供ハンドブック）に、②を掲載。 

 

イ 子どもの権利に関する説明及び意見聴取の実施 

一時保護や里親委託・施設入所を開始する際、子どもが有する権利やその権利が侵害され

た時の解決方法等が書かれた冊子を提示し、子どもの年齢に応じた丁寧な説明を実施しまし

た。 

 

ウ 児童養護施設の子どもの権利擁護 

令和元年度新たに、施設に入所中の子どもが意見を表明できるように、施設職員を対象に

アドボカシー（権利擁護）に関する研修会を実施しました。 

        令和元年度（新規） 

研修回数 １回 

 

（３）関係機関等による措置解除後の子どもの支援及び見守り等（第７条第３項 第４項） 

   

ア 一時保護解除後の関係機関等の見守り 

  一時保護の解除後は、状況に応じて、子ども総合センターや子ども・家庭相談コーナーを

はじめ、要保護児童対策地域協議会等において見守りを継続しました。 

 

イ 児童養護施設等入所児童への運転免許取得費助成など自立支援事業 

児童養護施設等の退所を控えた児童等を対象に、普通自動車運転免許取得費や就職に有利

な資格取得費の一部を助成することにより、児童の自立を支援しました。また、大学等の入

学金等の助成を行い、進学の希望に応えました。 

   平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

助成額 １５，５９０千円 １５，３４２千円 １１，１２０千円 
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ウ 社会的養護自立支援事業（生活相談の実施等） 

生活や就業上の問題を抱える児童養護施設等の退所者に対して、支援コーディネーターが

作成する継続支援計画に基づき、生活相談を実施し、生活面・就労面の支援を行いました。

また、18 歳到達後も、必要に応じて施設等での生活を継続できるようにしました（原則 22

歳の年度末まで）。 

       平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

助成額 １，２９１千円 １０，４２８千円 ９，２２１千円 

 

エ 児童家庭支援センター 

地域の児童福祉又は子育てに関する各般の問題につき、児童に関する家庭その他からの相

談に対して必要な助言を行うとともに、市町村等の求めに応じ、保護を要する児童又はその

保護者に対する指導等を行いました。 

     平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

延相談件数 １，１８９件 １，４０２件 １，８３５件 

 

（４）学校等による子どもの教育支援（第７条第５項） 

ア 子どもの学習支援 

経済的な理由や家庭環境などにより、学習の手助けが必要な子どもを支援するため、子育

て・福祉・教育など関係部署が連携しながら学習支援の取り組みを進めました。 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

ひまわり学習塾参加児童生徒数 ４，４００人 ４，５００人 ４，８００人 

 

イ 児童生徒・学生に対する就学の機会均等を図るための経済的支援 

経済的理由によって就学困難な児童生徒や学生に対して、学用品費等の支給や修学資金の

貸付を行いました。 

区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

就学援助制度援助者数 １３，２２６人 １２，８３０人 １２，６０９人 

奨学金制度貸与者数 ５７４人 ５１６人 ４５６人 

 

（５）事業者における虐待を受けたと思われる子どもを発見した場合の通告（第８条） 

ア いのちをつなぐネットワーク推進会議 

住民が社会的に孤立することがなく、必要な支援につながるよう協力企業・団体により構

築した、いのちをつなぐネットワークのリーフレットに、令和元年度新たに「児童相談所全

国共通ダイヤル１８９」を記載しました。 

 

イ 行政支援を必要とする住民に係る情報提供に関する協定 

条例の施行を受け、高齢者・障害者・子ども等が行政支援を必要とする状況を発見、察知

した場合に、本市等へ速やかに情報提供を行うとする協定を、平成３１年４月５日に本市水

道料金等徴収業務の受託事業者２社と締結しました。 
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５ 情報の共有（第９条関係）  

（１）通告受理機関における情報共有（第９条第１項） 

   児童虐待に関する情報については、「児童虐待対応連携マニュアル」に沿って、適切に情報

共有しました。  

     

（２）市から転出先地方公共団体への情報伝達（第９条第２項） 

 ア 子ども総合センターから、転出先の市町村・児童相談所への引継ぎ 

支援していた児童等が転居又は転出した場合は、転居先の住所地を所管する市町村若しく

は児童相談所に対して、引継ぎを実施しました。 

年度 令和元年度 

子ども総合センターが引継ぎを実施した件数 ４０件 

 

   イ 保育カウンセラー事業（保育所対応コーディネーター） 

     保育カウンセラー事業において、令和元年度新たに保育所対応コーディネーターとして保

育所、子ども総合センター、区役所との情報の連携を図りました。 

 

（３）市と警察の情報共有（第９条第３項） 

 ア 児童虐待が疑われる児童の情報共有 

   平成２８年１１月、児童虐待事案に迅速的確に対応し、児童の安全を確保するために、福

岡県警察本部、福岡県、福岡市、北九州市の４者で、「児童虐待が疑われる児童の情報共有

に関する協定」を締結しました。 

   警察は、児童虐待が疑われる現場に臨場する前に、本協定に基づき子ども総合センターに

過去の対応状況等について照会し、子ども総合センターは可能な範囲で情報を提供しました。 

    令和元年度 

子ども総合センターから警察への情報提供件数 １４９件 

 

イ 子ども総合センターが受理した児童虐待事案の情報共有 

  平成３０年１１月、更なる連携強化を図り、児童の安全確保や必要な支援の実施につなげ

るため、福岡県警察本部、福岡県、福岡市、北九州市の４者で、「児童相談所が受理した児童

虐待事案の情報共有に関する協定」を締結しました。 

  子ども総合センターから警察への情報提供については、「刑事事件として立件の可能性が

ある重篤な事案」となっていましたが、協定締結後は、 

   ・頭蓋内出血、骨折、内臓損傷又は熱湯、たばこ、アイロン等による火傷がある事案 

   ・一時保護が検討された案件 

   ・虐待通告後、４８時間以内に安全確認ができない案件 

   ・虐待で一時保護、施設入所したものから家庭復帰する場合 

   などが対象となりました。 

 令和元年度 

子ども総合センターから警察への情報提供人数 ２０１人 
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６ 虐待の未然防止（第１２条・第１３条関係） 

（１）市民、関係機関等及び事業者と連携した虐待の未然防止の取り組み 

（第１２条第１項 第３項） 

ア 母子健康手帳の交付 

  母子健康手帳交付時に十分な時間を取り、個別に妊婦健診の受診勧奨や母子保健サービス

の説明を行うなど、相談・支援の機会を提供しました。 

特に支援が必要な妊婦については、妊娠中から保健師等が家庭訪問などを行い、安心して

妊娠・出産ができるよう、継続した支援を行いました。 

     平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

妊娠届出数 ７，５４４件 ７，０５７件 ６，８８７件 

 

イ こんにちは赤ちゃん！小児科訪問（ペリネイタルビジット）事業 

妊産婦の育児不安を軽減するため、産前から産後間もない妊産婦とその家族が、育児につ

いて小児科医に何でも相談できるよう、産科医が小児科医を紹介しました 。 

区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

紹介 ８９３件 ８３７件 ８０９件 

指導 ７２４件 ７４９件 ７２８件 

 

ウ 両親学級の実施＜すくすく子育て支援事業＞ 

夫婦が協力して出産・育児に取り組む大切さを学ぶため、沐浴や妊婦疑似体験等の実習を

取り入れた両親学級を開催しました。 

区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

開催回数 ３１回 ３３回 ２８回 

参加者 １，２０４人 １，１８６人 １，０６３人 

 

エ 育児教室等の実施＜すくすく子育て支援事業＞ 

乳幼児の食事・睡眠等の基本的生活習慣や、メディアとの付き合い方等子育てに関する知

識の普及を図るため、赤ちゃんの育て方や子どもの心と身体の発育・しつけなど育児に必要

な知識を中心とした講義や交流会を取り入れた教室を開催しました。 

    区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

開催回数 ５４５ ５５５ ４１４ 

延べ人数 ５，２３１ ５，３６２ ５，０９０ 

 

オ 食を通じた乳幼児等の健康づくり事業 

妊産婦や乳幼児の食事や栄養について、知識の普及と不安や悩みの軽減を図るため、実習

形式で学べる教室の開催及び相談を行いました。また、参加できない対象者については、リ

ーフレットの配布等で啓発を行いました。 

     平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

親子ですすめる 

食育教室開催回数 
４０回 ３６回 ３４回 
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カ わいわい子育て相談＜すくすく子育て支援事業＞ 

心身の発達が気になる乳幼児について、医師・臨床心理士・保育士等がチームで相談に応

じ、発達障害等を早期に発見し、乳幼児の健全な発達を支援しました。 

区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

開催回数 １０５回 １０５回 １０１回 

参加者 ３８７人 ３６５人 ３５１人 

 

キ 妊産婦・乳幼児なんでも相談＜すくすく子育て支援事業＞（再掲） 

  育児不安の軽減を図るため、市民センター等地域の身近な場所で、保健師による相談を定

期的に実施し、出産や育児、子どもの成長発達についての個別相談や保健指導を行いました。

また、講話などにより子育てに関する情報提供を行いました。 

区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

開催回数 １３３か所 １３２か所 １３４か所 

参加者 ３１，０９９人 ３１，４９５人 ２６，６４６人 

 

ク 育児支援家庭訪問事業＜のびのび赤ちゃん訪問事業＞ 

個々の家庭の抱える養育上の問題の解決や負担の軽減を図るため、出産後間もない時期や

さまざまな原因（ひとり親、親の心身の不調、望まない妊娠、経済的な問題、若年、多胎、

多子、外国人等）で養育が困難になっている家庭に対して、保健師等が訪問し、子育てに関

する情報提供や専門的な支援を行いました。 

     平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

訪問延件数 ３，６５６件 ３，３７３件 ３，３１２件 

 

ケ 養育支援訪問事業 

産前産後の心身の不調や家庭環境の問題など、特に養育支援を必要とする家庭に対して、

訪問員を派遣し、育児や家事の支援を行うなど、早期に対応することで育児不安を軽減し、

家庭の養育力を高め、児童虐待の未然防止を図りました。 

     平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

派遣回数 １３３回 １７８回 １３４回 

 

コ 幼稚園・保育所等情報の積極的な提供 

市民が幼稚園、保育所等を選択する際の一助となるよう、ホームページの充実や、ガイド

ブックの作成などにより、積極的に施設の情報提供に取り組みました。 

さらに、幼稚園、保育所等に通う子どもや保護者に対し、虐待防止に関する情報を、施設

を通して提供しました。 

 

サ 保育サービスコンシェルジュ事業 

保育を希望する保護者等の相談に応じ、個別のニーズを把握したうえで、認可保育所のほ

か、一時保育や幼稚園預かり保育などの多様なサービスについての情報提供を行うため、各

区役所及びウーマンワークカフェ北九州に「保育サービスコンシェルジュ」を配置しました。 
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     平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

対応件数 １３，３２６件 ２２，３２４件 ２６，１３７件 

 

シ 保育サービスに関する情報提供の充実 

市ホームページにて、さまざまな保育サービスや各保育所の概況及び各月の入所児童数等

を公開することで、保育所入所希望者への情報提供の充実を図りました。 

 

ス ひとり親家庭施策の周知 

ひとり親家庭が利用できる制度や施設をまとめた「ひとり親家庭のガイドブック（携帯版）」

を作成し、配布しました。また、養育費確保を促進するため、早い段階で必要な情報を提供

できるよう、離婚届の受取り時等の機会に、必要な各種支援制度等の周知を強化しました。 

さらに、市ホームページ「子育てマップ北九州」や、情報誌「北九州市こそだて情報」に

掲載する等、さまざまな方法でひとり親家庭に関する事業を周知しました。 

 

セ 保育カウンセラー事業 

児童虐待の早期対応・防止や発達の気になる子どもへの対応等のため、保育カウンセラー

と保育アドバイザーが市内認可保育所等を訪問し、児童処遇に関する相談、児童のケアや保

護者対応を指導、助言し、保育所を支援しました。 

また、緊急事態等発生時において、迅速に児童、保護者、保育士等のカウンセリングを行

い、対象者の心のケアに努めました。 

 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

対応回数 １９７回 １８９回 ２３２回 

 

（２）幼稚園、保育所等関係機関に対する、専門的知識及び技術の提供等の支援 

（第１２条第２項） 

ア 令和元年度虐待に関する研修の実施 

区分 実施回数 

保育関係者による研修 ９回 

大学教授による研修 １回 

行政関係者（子ども総合センター等）による研修 １２回 

小児科医による研修 ２回 

 

  イ 児童虐待に関する保育所支援報告及び気になる子どもに関する保育所支援報告 

    保育カウンセラー事業の中で、保育所における児童虐待の状況及び気になる子どもに関す

るアンケート結果について分析し、報告書にまとめました。 

 

（３）乳児家庭全戸訪問事業及び乳幼児健診等の活用（第１３条第１項） 

ア 乳児家庭全戸訪問事業＜のびのび赤ちゃん訪問事業＞ 

４か月までの乳児がいる家庭を訪問し、子育ての孤立化を防ぐために、さまざまな不安や

悩みを聞き、子育て支援に関する必要な情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭に対し

て適切なサービスにつなげました。 
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    区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

全戸訪問の割合 ９５．５％ ９５．１％ ９４．６％ 

訪問件数 ７，０６１件 ６，７６６件 ６，３２３件 

 

イ 母子健康診査 

妊婦や乳幼児に対する健康診査等を公費助成することで、経済的な負担を軽減するととも

に、母子の健やかな発育を支援しました。 

区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

妊婦健康診査受診率 ９６．４％ ９７．４％ ９６．７％ 

４か月健診受診率 ９６．８％ ９７．６％ ９８．３％ 

７か月健診受診率 ９５．８％ ９６．５％ ９８．３％ 

１歳６か月健診受診率 ９３．２％ ９７．３％ ９７．２％ 

３歳健診受診率 ９４．０％ ９３．２％ ９６．４％ 

 

（４）乳幼児健診等の未受診等子どもの情報把握及び安全確認（第１３条第２項） 

ア 乳幼児健康診査未受診者フォローアップ事業＜すくすく子育て支援事業＞ 

  虐待につながりやすい状況を早期に把握し予防するため、乳幼児健康診査未受診者に対し

て、家庭訪問を実施し、受診勧奨するとともに、養育に関する相談に応じました。 

また、妊婦や乳幼児の健康診査をデータ管理し、受診結果に応じて保健指導を行いました。

未受診者のフォローに関して、関係機関と連携し、養育支援を特に必要とする家庭の把握 

に努めました。 

     平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

フォローアップ支援者数 １，１３９人 １，２６２人 １，０８０人 

 

  イ 厚生労働省「乳幼児健診未受診者、未就園児、不就学児等の状況確認」の実施 

    住民票はあるが、乳幼児健診の未受診や、未就園、不就学等で福祉サービス等を利用して

いないなど関係機関が状況を確認できていない子どもの情報を把握し、訪問の上子どもを目

視すること等により、安全確認を行いました。 
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７ 児童虐待防止推進月間（第１４条関係）  

児童虐待防止推進月間（毎年１１月）における、関係機関等と連携した、適切な事業の実施 

（第１４条） 

ア 児童虐待問題連続講座の開催 （場所：ウエルとばた中ホール） 

開催日 講演テーマ 講師 参加人数 

第 1 回 

「北九州市子どもを虐待から

守る条例」について 

 

 

子どもの命の重さを感じる～

虐待診療と臓器移植医療～ 

北九州市子ども家庭局 

児童虐待防止担当参事 

小坪 浩子 

 

北九州市立八幡病院 

小児救急・小児総合医療センタ

ー長 神薗 淳司 

197 人 

第 2 回 
児童虐待から見る多様な家族

と地域支援 

特定非営利活動法人にじいろ

ＣＡＰ  

代表理事 重永 侑紀 

  184 人 

 

イ １１月１日号市政だよりへの特集記事の掲載 

 

ウ １１月２４日ギラヴァンツ北九州ホームゲームでの啓発活動実施 

 

エ 公用車約１，０００台、市内タクシー約３，０００台への啓発ステッカーの貼付 

 

オ 保育所、幼稚園、小児科等にて配布されるタウン誌に啓発記事を掲載   等 

 

 

８ 早期発見及び早期対応（第１５条 第１６条）  

（１）市民、関係機関等及び事業者との連携（第１５条） 

ア 児童虐待防止医療ネットワーク事業（再掲） 

児童虐待の早期発見、早期対応につながる適切な対応ができるよう、本事業の拠点病院に、 

児童虐待専門コーディネーターを配置し、地域の医療機関からの虐待対応に関する相談へ

の助言等を行いました。 

また、児童虐待が疑われる症例について、医師・看護師、警察、検察、児童相談所等が参 

加するケース検討会を毎月開催するとともに、児童虐待の対応能力向上のための研修を実

施しました。 

さらに、拠点病院監修のもとで、医学的見地からの児童虐待早期発見のポイントや、虐待 

が疑われる場合の対応についてまとめた医療機関向けのリーフレットを作成しました。 

 

  イ 保育カウンセラー事業（再掲）          

児童虐待の早期対応・防止や発達の気になる子どもへの対応のため、保育カウンセラーと 

保育アドバイザーが保育所等を訪問し、児童処遇に関する相談、児童のケアや保護者対応を

指導助言し、保育所を支援しました。また、保育士等を対象に虐待対応に関する研修を行い、

条例パンフレットを配布するなど啓発に努めました。 
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ウ スクールカウンセラーの配置（再掲）       

教育相談に関する高度で専門的な知識・経験を有する臨床心理士等の「心の専門家」をス 

クールカウンセラーとして全ての中学校区及び特別支援学校に配置し、小学校に派遣するな 

どして、生徒指導上の諸問題の解決を図りました。 

 

エ スクールソーシャルワーカー活用事業（再掲）   

長期欠席（不登校）やいじめ等の児童生徒に係る問題行動解消や児童虐待の対応のため、

社会福祉士や精神保健福祉士の資格を有し、専門的な知識を有するスクールソーシャルワ

ーカーを配置して、児童生徒への直接的な働きかけとともに家庭環境への働きかけなど、福

祉的視点から支援活動を行いました。 

 

  オ 緊急一時保護事業 

    夫等によるＤＶや経済的な事情により、緊急に保護を行う必要のある母子について、関係

施設にて一時的に保護し、生活と心の安定を図るとともに、自立に向けた支援につなげまし

た。 

     平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

一時保護件数 ３５件 ２６件 ２９件 
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（２）通告に係る対応  

   本市では、通告があった場合、「児童虐待対応連携マニュアル」に基づき医療機関、警察、 

学校、保育所等と連携して対応しています。 

   なお、調査にあたっては、通告内容のうち通告者しか知り得ない情報はあえて伏せて対応す 

るなど、通告者が特定されない方法で行っています。 

また、通告者の情報のみで虐待が行われていると断定的に対応しないよう心掛けるとともに、

調査の結果、虐待が行われている恐れがないと認められた場合は、児童の通う学校や保育所等

で経過観察とするなど、子どもや保護者に配慮しています。 
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ア 子ども総合センターの対応 

   ① 相談・通告の受付 

     虐待が疑われる児童を発見した者からの通告・相談を受けた職員は、必ず虐待通告受付

票を作成します。 

② 受理会議 

所内で緊急受理会議を開き、緊急性の判断や介入方法等について検討します。 

また、緊急に子どもの安全の確保が必要と判断した場合は、職権による緊急一時保護の

実施を決定します。 

③ 調査・安全確認 

     子ども総合センターの職員又は、子ども総合センターが依頼した者により、原則として

４８時間以内に子どもの安全確認を行います。 

安全確認ができない状況であれば、警察署に援助要請を実施したうえで、立入調査など

を行う場合もあります。 

通告者が特定されないよう配慮しながら、児童本人や保護者に聞き取り調査を実施し、

事実確認を行っていきます。 

④  援助方針の決定及び支援 

     調査結果に基づき、援助方針を決定し、その方針に従って児童及び家庭に対する支援を

行います。 

   ・来所によるカウンセリングや相談、助言 

   ・児童福祉司や児相相談員等による継続的指導 

   ・一時保護所への入所 

   ・児童福祉施設への入所や里親への委託 

区分 令和元年度 

児童虐待相談対応件数 ２，１１０件 

警察への援助要請件数 ６件 

医療機関からの通告件数 ５４件 

 

イ 区役所子ども・家庭相談コーナーの対応 

子ども・家庭相談コーナーの職員が通告を受け付けます。その後の支援までの流れは、子ど

も総合センターの対応と同様ですが、重度の虐待が判明した場合は、子ども総合センターに

連絡・送致します。 

 令和元年度 

児童虐待相談対応件数 ５３７件 

 

 

９ 虐待を受けた子ども等に対する支援（第１７条 第１８条関係） 

   ア 被虐待児心の回復支援事業  

    虐待を受けた児童など、心のケアや発達支援が求められる児童に対する支援の一環として、

社会性と情動の能力、自己調整スキルを延ばすことにより、暴力によらない問題解決のため

の対処スキルを身につけるため「セカンドステップ プログラム」を実施しました。 
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イ 家族のためのペアレントトレーニング事業 

虐待の再発防止および発生予防を図るため、「虐待を行った保護者」および「養育不安 

のある保護者」に対して、「家族再統合コース」「養育不安コース」の二種類のプログラムを

実施し、児童に対する養育技術の習得等を図りました。 

    年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

家族再統合コース １５家族 １３家族 １２家族 

養育不安コース １６家族 １７家族 １４家族 
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北九州市子どもを虐待から守る条例 
目次 

前文 
第１章 総則（ 第１条― 第９条） 
第２章 通告受理機関の機能の強化（ 第１ ０条・第１ １条） 
第３章 未然防止（ 第１ ２条― 第１ ４条） 
第４章 早期発見及び早期対応（ 第１ ５条・第１ ６条） 
第５章 虐待を受けた子ども等に対する支援（ 第１ ７条・第１ ８条） 
第６章 雑則（ 第１ ９条・第２ ０条） 
付則 
子どもには、生まれながらにして、その一人一人がかけがえのない存在として認められ、幸せに生きる権利があります。 
子どもには、愛されて育つ権利、守られる権利、安心して自分の感情や思いを表現する権利があります。 
子どもの権利を守るには、大人の支援が必要です。 
子どもへの虐待により、幼い命が奪われる痛ましい事件が後を絶ちません。 
虐待に苦しみ、その痛みにじっと耐え、誰かの助けを求めている子どもがいます。子育てに悩み、助けを求めている保護者もいま

す。 
北九州市の全ての子どもが虐待から守られ、愛される幸せを実感して生きていくことができるよう、市⺠が一丸となって、子育て

支援を充実し、子どもの命と育ちを守るため、この条例を制定します。 
第１章 総則 

（目的） 
第１条 この条例は、子どもを虐待から守るための基本理念を定め、市、市⺠（ 市内で活動する者及び団体を含む。以下同じ。） 、保

護者、関係機関等及び事業者の責務を明らかにするとともに、子どもを虐待から守るための施策の基本的事項を定めることにより、
子どもを虐待から守る施策を総合的に推進し、もって子どもの心⾝の健やかな成⻑に寄与することを目的とする。 
（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
（ １ ） 子ども １ ８ 歳に満たない者をいう。 
（ ２ ） 保護者 親権を行う者、未成年後見人その他の者で、子どもを現に監護するものをいう。 
（ ３ ） 虐待 保護者がその監護する子どもについて行う次に掲げる行為をいう。 

ア 子どもの⾝体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 
イ 子どもにわいせつな行為をすること又は子どもをしてわいせつな行為をさせること。 
ウ 子どもの心⾝の正常な発達を妨げるような著しい減食又は⻑時間の放置、保護者以外の同居人によるア、イ又はエに掲げる
行為と同様の行為の放置その他の保護者としての監護を著しく怠ること。 

エ 子どもに対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応、子どもが同居する家庭における配偶者に対する暴力（ 配偶者（ 婚姻
の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。） の⾝体に対する不法な攻撃であって生命又は⾝体
に危害を及ぼすもの及びこれに準ずる心⾝に有害な影響を及ぼす言動をいう。） その他の子どもに著しい心理的外傷を与え
る言動を行うこと。 

（ ４ ） 関係機関等 学校、児童福祉施設、病院その他子どもの福祉に業務上関係のある団体及び学校の教職員、児童福祉施設の
職員、医師、⻭科医師、保健師、助産師、看護師、弁護⼠その他子どもの福祉に職務上関係のある者をいう。 

（ ５ ） 通告 児童虐待の防止等に関する法律（ 平成１ ２年法律第８ ２号。以下「法」という。） 第６条第１項の規定による通
告をいう。 

（ ６ ） 通告受理機関 北九州市児童相談所設置条例（ 昭和３ ８年北九州市条例第６ ６号） 第１条に規定する児童相談所（ 以
下「児童相談所」という。） 及び北九州市福祉事務所設置条例（ 昭和３ ８年北九州市条例第３ ５号） 第１条第１項に規定す
る福祉事務所（ 以下「福祉事務所」という。） をいう。 
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（基本理念） 
第３条 虐待は、子どもの生命、生存及び発達に対する権利を侵し、心⾝の成⻑及び人格の形成に重大な影響を与えるとともに、将来

にわたって子どもを苦しめる重大な人権侵害であり、ひいては子どもを死に至らしめる危険をはらんでおり、何人も、決してこれ
を行ってはならない。 

２ 子どもを虐待から守る施策は、子どもの最善の利益に配慮するとともに、子どもの安全を最優先に考えたものでなければならない。 
３ 何人も、虐待を見逃さないよう努めるとともに、虐待のないまちづくりを推進し、子どもの安全と健やかな成⻑が守られる社会の
形成に努めなければならない。 
（市の責務） 

第４条 市は、子どもを虐待から守り、虐待のないまちづくりを推進するため、子ども及び保護者が孤立することのない地域社会の形
成に向けた活動に対し、必要な支援を行うものとする。 

２ 市は、虐待への対応に当たっては、虐待を受けた子どもの安全を確保し、生命を守ることを最も優先しなければならない。 
３ 市は、虐待を受けた子どもの保護及び自立の支援の職務に携わる人材の確保及び拡充に努めるとともに、資質の向上を図るための
研修等を行うことにより人材の育成に努めるものとする。 

４ 市は、虐待の未然防止及び早期発見に向け、関係機関等の人材の育成を支援するため、専門的な知識及び技術の修得に関する研修
等を行うものとする。 

５ 市は、関係機関等との連携を強化するため、児童福祉法（ 昭和２ ２年法律第１ ６ ４号） 第２ ５条の２に規定する要保護児童
対策地域協議会の円滑な運営の確保及び協議の活性化を図るものとする。 

６ 市は、虐待を受けた子どもがその心⾝に著しく重大な被害を受けた事例の分析を行うとともに、虐待の未然防止及び早期発見のた
めの方策、虐待を受けた子どものケア並びに虐待を行った保護者の指導及び支援の在り方、学校の教職員及び児童福祉施設の職員が
虐待の防止に果たすべき役割その他虐待の防止等のために必要な事項についての調査研究及び検証を行うものとする。 

７ 市は、心の健康の保持に支障が生じていることにより虐待を行うおそれがある保護者等を支援するため、診療科に精神科又は神経
科を有する医療機関と連携し、精神保健に関して専門的知識を有する者による相談、精神保健に関して学識経験を有する医師の診療
等を受けやすい環境の整備その他の必要な施策を講ずるものとする。 

８ 市は、子どもを虐待から守るため、スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置その他の学校における組織的対
応が可能となる体制の整備に努めるものとする。 

９ 市は、子どもを虐待から守るため、相談窓口の充実等によって、より相談しやすい環境整備に努めるとともに、必要な広報及び啓
発活動を行うものとする。 
（市⺠の責務） 

第５条 市⺠は、第３条の基本理念を理解し、虐待を防止するよう努めるものとする。 
２ 市⺠は、子どもを虐待から守るために市が実施する施策に積極的に協力するとともに、虐待のないまちづくりの推進に積極的な役
割を果たすよう努めるものとする。 

３ 市⺠は、通告が子ども及び保護者に対する支援の出発点であることを理解し、虐待を受けたと思われる子どもを発見した場合は、
速やかに通告をしなければならない。 

４ 市⺠は、市が行う子どもの安全の確認に協力するよう努めるものとする。 
（保護者の責務） 

第６条 保護者は、虐待を決して行ってはならず、子どもの養育に際して人権を尊重し、子どもの心⾝の成⻑及び発達を図るよう努め
なければならない。 

２ 保護者は、市が行う子どもの安全の確認及び安全の確保に協力しなければならない。 
（関係機関等の責務） 

第７条 関係機関等は、虐待を防止するよう努めるものとする。 
２ 関係機関等は、市が行う子どもの安全の確認に協力するよう努めるものとする。 
３ 関係機関等は、児童福祉法第２ ７条第１項第３号の措置又は同法第３ ３条第１項若しくは第２項の規定による一時保護の解除に
より子どもが地域に戻ってきたときは、その子どもが安心して、かつ、安全に生活できるよう支援し、及び見守るよう努めるものと



30 

 

する。 
４ 児童養護施設は、その専門性を生かし、子どもの抱える家族との関係性の問題等の解決のために、地域社会と連携しながら、子ど
も及び保護者への支援に努めるものとする。 

５ 学校その他の教育機関は、子どもが教育を受けられるよう環境を整え、現に教育を受けられない子どもがいた場合は、教育を受け
られるよう必要な対応を講ずるものとする。 
（事業者の責務） 

第８条 事業者は、はいかいしている子どもへの声かけを行うなど、虐待の兆候の把握に努めるとともに、虐待を受けたと思われる子
どもを発見した場合は、通告をしなければならない。 
（情報の共有） 

第９条 市は、虐待の防止等のため、虐待が行われた、又は行われるおそれがある場合は、その旨の情報を通告受理機関において適切
に共有するものとする。 

２ 市は、虐待を受けた、又は受けるおそれのある子ども及び保護者に対する支援の途中でこれらの者が市外に転出する場合は、転出
先の地方公共団体へ当該支援の継続に必要な情報を書面等で、緊急性が高い場合は対面等で伝達し、必要な支援を途切れさせないた
めに必要な措置を講ずるものとする。 

３ 市は、虐待を受けた子どもに係る情報について、警察との適切な共有に努めるものとする。 
第２章 通告受理機関の機能の強化 

（児童相談所の機能の強化） 
第１ ０条 市は、児童相談所において虐待を早期に発見し、虐待を受けた子どもの保護及び自立の支援を適切に行うことができるよ

う、必要な体制の整備及び人材の確保に努めるとともに、専門的な知識及び技術の修得に関する研修を受けさせることにより人材
の育成に努めるものとする。 
（福祉事務所の機能の強化） 

第１ １条 市は、福祉事務所において虐待を早期に発見できるよう、必要な体制の整備及び職員の研修に努めるものとする。 
第３章 未然防止 

（虐待の未然防止） 
第１ ２条 市は、虐待の未然防止に当たり、市⺠、関係機関等及び事業者と連携して子ども及び保護者に対する子育てに関する支援

を充実させるよう努めるとともに、保護者に対し、情報の提供及び相談に係る取組を適切に行うものとする。 
２ 市は、小学校就学前の子どもへの虐待の未然防止に当たり、幼稚園、保育所その他の子育てに関する支援を行う関係機関等に対し、

専門的知識及び技術の提供その他の必要な支援を行うとともに、より有効な支援の在り方についての調査研究及び検証を行うよう
努めるものとする。 

３ 市は、予期しない妊娠など親になる準備の不足や出産後の予測できない事情に起因する虐待の未然防止に当たり、関係機関等と連
携し、妊娠、出産及び育児に関する相談に応じ、個別的又は集団的に、必要な指導及び助言を行うよう努めるものとする。 
（乳児家庭全⼾訪問事業等の活用等） 

第１ ３条 市は、虐待の未然防止に当たり、関係機関等と連携し、児童福祉法第６条の３第４項の乳児家庭全⼾訪問事業並びに⺟子
保健法（ 昭和４ ０年法律第１ ４ １号） 第１ ２条第１ 項及び第１ ３条第１ 項の健康診査その他の乳幼児に対する健康診査
（ 以下「乳幼児健診等」という。） を活用するとともに、より有効な活用のあり方についての調査研究及び検証に努めるものとす
る。 

２ 市は、虐待の未然防止に当たり、乳幼児健診等の未受診、幼稚園への未就園、保育所への未入所、小学校等への不就学等で福祉サ
ービス等を利用していないなど、安全を確認できていない子どもの情報を把握し、当該職員をして速やかに子どもを目視させるこ
と等により、当該子どもの安全の確認に努めるものとする。 
（児童虐待防止推進月間） 

第１ ４条 市は、市⺠の間に広く子どもを虐待から守ることについての関心と理解を深めるため、児童虐待防止推進月間を設ける。 
２ 児童虐待防止推進月間は、毎年１ １月とする。 
３ 市は、児童虐待防止推進月間において、関係機関等その他虐待の防止等に関係する機関、団体等と連携し、その趣旨にふさわしい
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事業を実施するよう努めるものとする。 
第４章 早期発見及び早期対応 

（早期発見のための環境整備） 
第１ ５条 市は、虐待を早期に発見できるよう、市⺠、関係機関等及び事業者との連携を十分に図るものとする。 

（通告に係る対応） 
第１ ６条 市は、通告があった場合は、直ちに虐待に係る調査を行い、必要があると認めるときは、当該通告に係る子どもを直接目

視することを基本として、面会その他の方法により、当該子どもに係る法第８条第１項又は第２項に規定する安全の確認を行うた
めの措置（ 以下「子どもの安全確認」という。） を行わなければならない。他の地方公共団体で支援を受けていた子ども及び保護
者について当該地方公共団体から当該支援の継続に必要な情報の伝達を受けた場合も、同様とする。 

２ 市は、子どもの安全確認を行う場合は、法第１ ０条第１項及び第２項の規定により、必要に応じ迅速かつ適切に警察の援助を求
めなければならない。 

３ 市は、子どもの外傷又は⾝体若しくは精神の衰弱の状態から虐待が疑われるとの見解を医師等の専門的知識を有する者から受けた
場合は、その見解を最大限尊重し、子どもの安全確認を徹底しなければならない。 

４ 市は、通告をした者が特定されないよう必要な措置を講ずるものとする。 
５ 市は、通告の対象となった子どもに関し虐待が行われているおそれがないと認めた場合において、当該通告により心理的外傷その

他の影響を受けた子ども及び保護者に対し、必要な支援を行うよう努めるものとする。 
第５章 虐待を受けた子ども等に対する支援 

（専門的な治療、心理療法等の支援） 
第１ ７条 市は、虐待を受けた子どもが心⾝の回復に向け、専門的な治療、心理療法等を受けられるようにするため、関係機関等と

連携し、当該子どもに対する支援を行うよう努めるものとする。 
（虐待を行った保護者に対する指導及び支援） 

第１ ８条 市は、関係機関等と連携し、虐待を行った保護者に対し、虐待を受けた子どもとの良好な関係の再構築及び虐待の再発防
止のための指導及び支援を行うものとする。 

２ 保護者は、前項の指導及び支援を受けた場合は、これらに従って必要な改善等を行わなければならない。 
第６章 雑則 

（財政上の措置） 
第１ ９条 市は、子どもの虐待を防止するための施策を推進するために必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（市⻑の報告） 
第２ ０条 市⻑は、毎年、虐待の発生状況、通告の状況、虐待に係る市の施策の実施状況その他の市内における虐待に係る状況につ

き年次報告として取りまとめ、議会に報告し、その概要を市⺠に公表するものとする。 
付 則 

この条例は、平成３ １年４月１日から施行する。 
 


